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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

中間連結会計期間
第50期

中間連結会計期間
第49期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年６月30日

自 2024年１月１日
至 2024年６月30日

自 2023年１月１日
至 2023年12月31日

売上高 (千円) 3,188,208 3,223,158 7,399,680

経常利益 (千円) 79,725 13,390 335,169

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益 (千円) 37,203 1,626 204,611

中間包括利益又は包括利益 (千円) 37,196 3,327 206,107

純資産額 (千円) 1,660,705 1,786,126 1,830,095

総資産額 (千円) 4,249,571 4,399,964 4,356,318

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 28.21 1.23 154.94

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) 26.60 1.14 145.00

自己資本比率 (％) 37.2 38.6 40.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 34,242 69,177 322,849

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △22,497 △78,802 △97,719

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △154,531 74,124 △230,527

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 (千円) 1,098,051 1,299,984 1,235,435
 

(注)当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社安江工務店(E32906)

半期報告書

 2/22



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
（1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、資源価格等のコスト上昇を販売価格へ転嫁する動きが広がるととも

に、雇用や所得環境の改善から個人消費の持ち直し傾向がみられるなど、景気は緩やかな回復基調となりました。

一方、円安の進行やロシア・ウクライナ情勢の長期化、中東情勢の緊迫化に伴う地政学リスクに起因した資源・エ

ネルギー価格の高止まりなど、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

住宅業界におきましては、子育てエコホーム支援事業等の政府による後押しがあるものの、資源価格の高騰を受

けた木材・住宅設備機器等の値上げによる消費マインドの低下、設計職・施工監理職など専門職技術者の人材不足

など、依然として厳しい状況となっております。

このような環境下で、当社グループは「すべてのお客様に安らぐ『住まい』を提供し、一生涯のおつきあいをす

る」ことをミッションに掲げ、お客様にとって価値あるサービスが提供できるよう、住宅に関するニーズにワンス

トップで応え、すべての相談に乗ることができる利便性の高い体制の構築に努めてまいりました。

また、長期ビジョン「Vision2030」において当社グループの存在意義として掲げた「安らぐ『暮らし』を創造

し、心豊かな社会を実現する」に向けて、2024年度を初年度とする第２次中期経営計画の基本方針「成長戦略」

「質の追求と高効率戦略」「人的資本経営」を推進し、当社グループ全体の収益構造を強化するとともにさらなる

企業価値の向上に取り組んでおります。

当中間連結会計期間の業績につきましては、不動産流通事業において反響がやや低調となったものの、主力の住

宅リフォーム事業においてイベント集客や引合いが堅調に推移したことから、売上高は前中間連結会計期間と比べ

増収となりました。一方で、利益面につきましては、出店に伴う人件費や広告宣伝費の増加に加え、人材確保・定

着に向けて賃上げを行ったこと等により減益となりました。

この結果、当中間連結会計期間における売上高は3,223百万円（前中間連結会計期間比1.1％増）、営業利益は15

百万円（同81.3％減）、経常利益は13百万円（同83.2％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は１百万円（同

95.6％減）となりました。

セグメントの業績は、以下の通りであります。

 
(住宅リフォーム事業)

住宅リフォーム事業におきましては、建築士などの資格を有するデザイナーによる機能性・デザイン性の高い

リフォームを提供するとともに、より高度な専門性と高い付加価値を提供できるよう、外装やエクステリア、オ

フィスリフォームに特化した専門部署を設置してスピード感のある提案を行うなど、安定的な営業活動を展開し

てまいりました。加えて、当社リフォーム店舗に併設している子会社のインテリア販売拠点を活用し、住宅リ

フォームに家具やカーテンをセットでコーディネートするなど、グループ内のシナジーを活かしてお客様満足度

の向上に努めてまいりました。

また、当社の強みであるオリジナル建材の「無添加厚塗りしっくい®」に加え、本年１月に発売を開始したオリ

ジナルキッチン「kostad®（コスタッド）」を積極的に提案するなど、他社との差別化にも注力してまいりまし

た。

当中間連結会計期間における当事業の業績につきましては、リフォーム相談会、OB様感謝祭等のイベント集客

が堅調に推移したことから、売上高は2,808百万円（前中間連結会計期間比2.2％増）となりました。しかしなが

ら、本年に開設した「豊川店」「藤が丘店」の人員増加による人件費の増加や、積極的な広告宣伝活動等により

販売費及び一般管理費が増加したことから、セグメント利益は52百万円（同46.1％減）となりました。
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(新築住宅事業)

新築住宅事業におきましては、オリジナル建材である「無添加厚塗りしっくい®」や、無垢の木材、薩摩中霧島

壁などの自然素材を活かし、デザイン性や機能性を高めた４つの注文住宅ラインナップを揃えており、お客様の

ニーズに合わせた提案を行うとともに他社との差別化に注力してまいりました。また、マーケティング支援ツー

ルを導入し、お客様ごとの興味や関心に合わせた情報提供やお客様のニーズに応じた最適な提案を行うなど、営

業活動の効率化にも取り組んでまいりました。

当中間連結会計期間における当事業の業績につきましては、物件の引渡しは予定通り進んだものの、前期まで

の受注低調の影響もあり、売上高は154百万円（前中間連結会計期間比8.2％増）、セグメント損失は19百万円

（前中間連結会計期間はセグメント損失51百万円）となりました。

 
(不動産流通事業)

不動産流通事業におきましては、地域密着型の強みを活かして良質な小規模分譲地の仕入れに注力し、自社で

の新築注文住宅や新築分譲住宅用地として活用するなど、事業間のシナジーを発揮してまいりました。また、買

取再販物件に当社グループの強みであるリノベーションやデザインリフォームをコーディネートしてお客様に提

案するなど、資産価値の創造・魅力ある住まいづくりを積極的に推進してまいりました。

当中間連結会計期間における当事業の業績につきましては、不動産価格の上昇に伴う消費マインド低下などの

不動産市況の悪化により、新築分譲住宅販売や不動産の買取再販等がやや低調であったことから、売上高は259百

万円（前中間連結会計期間比12.2％減）、セグメント損失は17百万円（前中間連結会計期間はセグメント利益33

百万円）となりました。

 
② 財政状態の分析

(資産)

当中間連結会計期間末における流動資産は3,041百万円となり、前連結会計年度末に比べ17百万円増加いたしま

した。これは主に未成工事支出金等が49百万円、販売用不動産が８百万円減少したものの、現金預金が64百万円、

売上債権が11百万円増加したこと等によるものであります。固定資産は1,358百万円となり、前連結会計年度末に

比べ26百万円増加いたしました。これは主にのれんが25百万円、繰延税金資産が14百万円減少したものの、建物・

構築物が46百万円、建設仮勘定が13百万円増加したこと等によるものであります。

この結果、総資産は4,399百万円となり、前連結会計年度末に比べ43百万円増加いたしました。

(負債)

当中間連結会計期間末における流動負債は1,941百万円となり、前連結会計年度末に比べ16百万円増加いたしま

した。これは主に仕入債務が９百万円、未払金が36百万円、未払法人税等が85百万円、賞与引当金が21百万円減少

したものの、１年内返済予定の長期借入金が35百万円、未成工事受入金が135百万円増加したこと等によるもので

あります。固定負債は671百万円となり、前連結会計年度末に比べ71百万円増加いたしました。これは主に長期借

入金が65百万円増加したこと等によるものであります。

この結果、負債合計は2,613百万円となり、前連結会計年度末に比べ87百万円増加いたしました。

(純資産)

当中間連結会計期間末における純資産合計は1,786百万円となり、前連結会計年度末に比べ43百万円減少いたし

ました。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益の計上による利益剰余金の増加が１百万円、新株予約権の増

加５百万円があったものの、配当金の支払いによる利益剰余金の減少52百万円があったこと等によるものでありま

す。
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（2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて64

百万円増加し、1,299百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において、営業活動の結果獲得した資金は69百万円（前中間連結会計期間は34百万円の資金

の増加）となりました。これは主に賞与引当金の減少21百万円、売上債権の増加11百万円、法人税等の支払額80百

万円、営業活動その他67百万円等の減少要因があったものの、税金等調整前中間純利益14百万円、減価償却費27百

万円、のれん償却額25百万円、棚卸資産の減少57百万円、未成工事受入金の増加135百万円等の増加要因があった

ことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は78百万円（前中間連結会計期間は22百万円の資金

の減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出75百万円があったこと等によるものでありま

す。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において、財務活動の結果獲得した資金は74百万円（前中間連結会計期間は154百万円の資

金の減少）となりました。これは主に長期借入金の返済による支出245百万円、配当金の支払い52百万円があった

ものの、長期借入れによる収入347百万円、短期借入金の純増25百万円があったこと等によるものであります。

 
（3) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 
（4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（5）研究開発活動

該当事項はありません。

 
（6）主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末において計画中であった主要な設

備の新設等について著しい変更はありません。なお、当中間連結会計期間において、以下の設備を取得しました。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容 完了年月

提出会社
豊川店

（愛知県豊川市）
住宅リフォーム 店舗 2024年４月

 

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,700,000

計 3,700,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年８月８日)

上場金融商品取引所名または
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,351,560 1,351,560
東京証券取引所スタンダード市場
名古屋証券取引所メイン市場

単元株式数は100株
であります。

計 1,351,560 1,351,560 － －
 

(注)提出日現在発行数には、2024年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストック・オプション制度の内容】

当中間会計期間において発行した新株予約権は、次の通りであります。

決議年月日 2024年５月10日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社監査等委員でない取締役　４
当社監査等委員である取締役　１

新株予約権の数（個）※ 67　（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株） ※ 普通株式 6,700　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※ １　（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2024年５月27日～2054年５月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

発行価格    845
資本組入額  422.5

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）４
 

※ 新株予約権証券の発行時（2024年５月27日）における内容を記載しております。

(注)１．新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権を行使することにより交付を受ける株

式１株当たりの払込金額を１円とし（以下、「行使価額」という。）、これに付与株式数を乗じた金額とす

る。

３．新株予約権の行使の条件
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(1) 新株予約権者は、上記の行使期間内において、当社及び当社関係会社の取締役、監査役及び従業員のいずれ

の地位も喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には前営業日）を経過する日までの間に限

り、新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。

(2) 新株予約権者は、上記(1)の規定にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約または当社が完全子会社と

なる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締

役会決議）がなされた場合は、当該承認日の翌日から30日間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(5) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注）１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上

記（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記(3)にしたがって決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記（注）３．に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、ま

たは当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認

を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注）３．に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年１月１日～
2024年６月30日

－ 1,351,560 － 263,350 － 233,350
 

 
(5) 【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を除く。)
の総数に対する所有
株式数の割合(％)

株式会社ニッソウ 東京都世田谷区経堂１丁目８番17号 282,000 21.31

合同会社ヤマモト・トラスト 名古屋市中区千代田３丁目32－８ 116,500 8.80

安江　由奈 大阪市中央区 90,940 6.87

株式会社山西 名古屋市中区千代田２丁目１－13 85,500 6.46

岡崎信用金庫 愛知県岡崎市菅生町字元菅41番地 63,800 4.82

株式会社ノバ・エンタープラ
イゼス

愛知県日進市岩崎台４丁目1414 55,900 4.22

安江工務店従業員持株会 名古屋市中区栄２丁目２－23 50,500 3.81

印田　昭彦 名古屋市天白区 33,360 2.52

美馬　功之介 大阪府八尾市 28,800 2.17

ａｕカブコム証券株式会社
東京都千代田区霞が関３丁目２番５号　
霞が関ビルディング24階

20,500 1.54

計 ― 827,800 62.57
 

(注)１．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示

しております。

２．合同会社ヤマモト・トラストは、当社代表取締役社長である山本賢治が全額出資する資産管理会社でありま

す。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

28,600 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,321,100 13,211 －

単元未満株式 普通株式 1,860 － －

発行済株式総数 1,351,560 － －

総株主の議決権 － 13,211 －
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式56株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    2024年６月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

 の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社安江工務店

名古屋市中区栄２丁目２－23 28,600 － 28,600 2.12

計 － 28,600 － 28,600 2.12
 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に

基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(1949年建設省令第14号)により作成しております。

当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年１月１日から2024年６月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、監査法人コスモスによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 1,235,435 1,299,984

  完成工事未収入金 239,808 245,103

  売掛金 31,189 37,590

  未成工事支出金等 259,481 210,320

  販売用不動産 1,215,030 1,206,856

  材料貯蔵品 12,954 13,085

  その他 31,619 29,706

  貸倒引当金 △1,587 △1,227

  流動資産合計 3,023,931 3,041,418

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 352,978 399,913

   土地 637,544 637,544

   建設仮勘定 737 13,901

   その他（純額） 46,343 49,250

   有形固定資産合計 1,037,604 1,100,609

  無形固定資産   

   のれん 106,748 81,719

   ソフトウエア 11,648 13,392

   その他 2,067 2,067

   無形固定資産合計 120,464 97,179

  投資その他の資産   

   投資有価証券 6,260 8,706

   繰延税金資産 84,485 69,629

   その他 83,572 82,420

   投資その他の資産合計 174,317 160,756

  固定資産合計 1,332,386 1,358,545

 資産合計 4,356,318 4,399,964
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 411,740 399,445

  買掛金 19,994 22,428

  短期借入金 125,000 150,000

  １年内返済予定の長期借入金 439,260 475,084

  未払金 144,833 108,220

  未払法人税等 95,652 9,736

  未成工事受入金 455,818 591,134

  賞与引当金 59,789 38,357

  完成工事補償引当金 35,819 35,344

  その他 137,577 112,198

  流動負債合計 1,925,486 1,941,951

 固定負債   

  長期借入金 573,535 639,193

  その他 27,200 32,693

  固定負債合計 600,735 671,886

 負債合計 2,526,222 2,613,838

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 263,350 263,350

  資本剰余金 252,680 252,680

  利益剰余金 1,261,183 1,209,893

  自己株式 △28,356 △28,390

  株主資本合計 1,748,858 1,697,534

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,155 2,855

  その他の包括利益累計額合計 1,155 2,855

 新株予約権 80,081 85,736

 純資産合計 1,830,095 1,786,126

負債純資産合計 4,356,318 4,399,964
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年６月30日)

売上高 3,188,208 3,223,158

売上原価 2,103,190 2,123,427

売上総利益 1,085,018 1,099,731

販売費及び一般管理費 ※１  1,004,501 ※１  1,084,671

営業利益 80,517 15,059

営業外収益   

 受取利息及び配当金 101 133

 補助金収入 588 320

 売電収入 1,001 833

 その他 1,994 1,365

 営業外収益合計 3,685 2,652

営業外費用   

 支払利息 2,035 2,454

 売電費用 545 430

 支払手数料 423 21

 その他 1,472 1,415

 営業外費用合計 4,477 4,321

経常利益 79,725 13,390

特別利益   

 固定資産売却益 27 966

 新株予約権戻入益 14 －

 特別利益合計 41 966

特別損失   

 固定資産除却損 508 －

 特別損失合計 508 －

税金等調整前中間純利益 79,259 14,356

法人税、住民税及び事業税 33,035 △1,379

法人税等調整額 9,019 14,109

法人税等合計 42,055 12,729

中間純利益 37,203 1,626

親会社株主に帰属する中間純利益 37,203 1,626
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年６月30日)

中間純利益 37,203 1,626

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △7 1,700

 その他の包括利益合計 △7 1,700

中間包括利益 37,196 3,327

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 37,196 3,327
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 79,259 14,356

 減価償却費 25,430 27,292

 のれん償却額 25,028 25,028

 株式報酬費用 22,697 5,654

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △104 △359

 賞与引当金の増減額（△は減少） △17,367 △21,431

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 115 △475

 受取利息及び受取配当金 △101 △133

 支払利息 2,035 2,454

 支払手数料 423 21

 新株予約権戻入益 △14 －

 固定資産除売却損益（△は益） 480 △745

 売上債権の増減額（△は増加） 44,292 △11,695

 棚卸資産の増減額（△は増加） △232,383 57,203

 仕入債務の増減額（△は減少） △87,211 △9,860

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 264,531 135,316

 未収消費税等の増減額（△は増加） △1,823 97

 未払消費税等の増減額（△は減少） △21,641 △3,256

 その他 △14,915 △67,247

 小計 88,733 152,220

 利息及び配当金の受取額 101 133

 利息の支払額 △2,210 △2,471

 法人税等の支払額 △55,310 △80,705

 法人税等の還付額 2,927 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 34,242 69,177

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △18,437 △75,844

 無形固定資産の取得による支出 △1,000 △4,000

 その他 △3,060 1,041

 投資活動によるキャッシュ・フロー △22,497 △78,802

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 100,000 347,000

 長期借入金の返済による支出 △227,586 △245,517

 短期借入金の純増減額（△は減少） － 25,000

 配当金の支払額 △38,974 △52,323

 株式の発行による収入 12,410 －

 その他 △380 △33

 財務活動によるキャッシュ・フロー △154,531 74,124

現金及び現金同等物に係る換算差額 100 49

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △142,687 64,549

現金及び現金同等物の期首残高 1,240,739 1,235,435

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  1,098,051 ※１  1,299,984
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の通りであります。

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日）

役員報酬 64,500千円 65,534千円

従業員給与手当 358,795 395,603 

賞与引当金繰入額 36,191 38,357 

法定福利費 65,978 73,013 

広告宣伝費 157,069 184,737 

地代家賃 53,383 59,273 

減価償却費 25,468 26,862 

のれん償却額 25,028 25,028 
 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通り

であります。

 
前中間連結会計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

現金預金 1,098,051千円 1,299,984千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －  －  

現金及び現金同等物 1,098,051 1,299,984 
 

 

（株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月27日
取締役会

普通株式 39,344 30 2022年12月31日 2023年３月15日 利益剰余金
 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年２月27日
取締役会

普通株式 52,917 40 2023年12月31日 2024年３月11日 利益剰余金
 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報ならびに収益の分解情報

      （単位：千円）

 

報告セグメント

計 調整額 合計
住宅リフォーム

事業
新築住宅事業

不動産流通
事業

売上高       

顧客との契約から生
じる収益

2,749,710 142,953 273,021 3,165,685 － 3,165,685

その他の収益 － － 22,523 22,523 － 22,523

外部顧客への売上高 2,749,710 142,953 295,544 3,188,208 － 3,188,208

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 30 － 30 △30 －

計 2,749,710 142,983 295,544 3,188,239 △30 3,188,208

セグメント利益又は
損失(△)

98,237 △51,490 33,770 80,517 － 80,517
 

 (注)１．売上高の調整額△30千円は、セグメント間の取引消去であります。

 ２．セグメント利益又は損失（△）の金額の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 
当中間連結会計期間(自 2024年１月１日 至 2024年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報ならびに収益の分解情報

      （単位：千円）

 

報告セグメント

計 調整額 合計
住宅リフォーム

事業
新築住宅事業

不動産流通
事業

売上高       

顧客との契約から生
じる収益

2,808,943 154,745 237,114 3,200,802 － 3,200,802

その他の収益 － － 22,356 22,356 － 22,356

外部顧客への売上高 2,808,943 154,745 259,470 3,223,158 － 3,223,158

セグメント間の内部
売上高又は振替高

707 59 － 766 △766 －

計 2,809,650 154,804 259,470 3,223,925 △766 3,223,158

セグメント利益又は
損失(△)

52,993 △19,944 △17,989 15,059 － 15,059
 

 (注)１．売上高の調整額△766千円は、セグメント間の取引消去であります。

 ２．セグメント利益又は損失（△）の金額の合計額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 
（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。
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（１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

通りであります。

 

項目
前中間連結会計期間

(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

(1)１株当たり中間純利益 28円21銭 １円23銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 37,203 1,626

普通株主に帰属しない金額（千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
（千円）　

37,203 1,626

普通株式の期中平均株式数（株） 1,319,038 1,322,921

(2)潜在株式調整後１株当たり中間純利益 26円60銭 １円14銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 79,472 102,956

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年
度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 
（重要な後発事象)

取得による企業結合

当社は、2024年５月14日開催の取締役会において、ガーデン株式会社（ガーデン社）の全株式を取得することにつ

いて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結、2024年７月１日付で全株式を取得しました。
 

(1) 企業結合の概要

　① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：ガーデン株式会社

事業の内容：新築注文住宅の設計及び施工、リノベーション、店舗設計及び施工、不動産事業 

　② 企業結合を行う主な理由

ガーデン社は、2012年の設立以来、「家づくりを通じて たくさんのHappyをつくろう」を経営理念として、新

築注文住宅の設計・施工、リノベーションを手掛けるとともに、不動産事業にも注力し、お客様のご要望にワン

ストップで応える地域密着型の事業展開をしております。また、同社は京都ならではの狭小地や寒暖差のある気

候風土に合わせた住宅を設計する高い技術力を持っており、堅実な成長を続けております。

当社グループは、西日本エリアを中心にＭ＆Ａを推進しており、当社及びグループ会社３社で構成しておりま

す。このたびのグループ化によって、現在展開している兵庫県５店舗、大阪府２店舗との関西圏でのシェア拡大

を進めるとともに、ガーデン社の持つ強みと、当社グループの持つ集客・顧客維持ノウハウを融合してシナジー

を発揮し、更なる競争力強化が見込まれると判断し、株式取得を行うことといたしました。

　③ 企業結合日

2024年７月１日（株式取得日）

 ④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 ⑤ 結合後企業の名称

変更はありません。
 

 ⑥ 取得した議決権比率

100％
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 ⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。
 

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　現金預金　　110,000千円

取得原価　　　　　　　　　110,000千円
 

 
(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額

外部のアドバイザー等に対する報酬・手数料等　27,000千円
 

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。
 

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

 
２ 【その他】

2024年２月27日開催の取締役会において、2023年12月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次の通り期末配

当を行うことを決議いたしました。

(1) 配当金の総額 52,917千円

(2) １株当たりの金額 40円

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年３月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
2024年８月８日

株式会社安江工務店

取締役会  御中

 

監査法人コスモス

愛知県名古屋市
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　村　豊　正  

 

 

業務執行社員  公認会計士 外　山　雄　一  
 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社安江工

務店の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社安江工務店及び連結子会社の2024年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の
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注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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